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1.  平成24年12月期の連結業績（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期 61,702 5.1 3,811 33.5 4,223 68.5 1,611 △14.7
23年12月期 58,695 △7.7 2,855 △43.2 2,506 △46.6 1,890 △33.5
（注）包括利益 24年12月期 2,490百万円 （46.1％） 23年12月期 1,704百万円 （△31.8％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年12月期 56.35 ― 4.6 8.0 6.2
23年12月期 65.86 ― 5.6 4.7 4.9
（参考） 持分法投資損益 24年12月期  △21百万円 23年12月期  △24百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期 53,709 36,196 65.9 1,221.17
23年12月期 52,479 35,215 64.8 1,184.37
（参考） 自己資本   24年12月期  35,413百万円 23年12月期  33,991百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年12月期 7,929 △1,401 △2,894 5,148
23年12月期 1,123 △1,752 △745 1,727

2.  配当の状況 

平成23年７月１日付で普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割いたしました。平成23年12月期第2四半期末配当金は当該株式分割を考慮しておりま
せん。なお、当該株式分割が平成23年12月期期首に行われたと仮定した場合の平成23年12月期第2四半期末配当金は１株当たり20円00銭、年間配当金は１
株当たり40円00銭に相当いたします。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年12月期 ― 2,000.00 ― 20.00 2,020.00 1,148 60.7 3.4
24年12月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00 1,146 71.0 3.3
25年12月期(予想) ― 20.00 ― 20.00 40.00 82.9

3. 平成25年12月期の連結業績予想（平成25年1月1日～平成25年12月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 32,000 0.5 900 △70.0 900 △70.7 300 △82.2 10.34
通期 65,500 6.2 3,000 △21.3 3,000 △29.0 1,400 △13.2 48.28



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料Ｐ17をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 有
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年12月期 29,000,000 株 23年12月期 29,000,000 株
② 期末自己株式数 24年12月期 137 株 23年12月期 300,000 株
③ 期中平均株式数 24年12月期 28,607,593 株 23年12月期 28,700,000 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年12月期の個別業績（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期 40,066 6.4 2,604 3.5 3,318 22.5 1,350 △25.1
23年12月期 37,660 △9.4 2,517 △23.3 2,708 △30.2 1,802 △29.1

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

24年12月期 47.20 ―
23年12月期 62.82 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期 55,264 34,437 62.3 1,187.49
23年12月期 53,332 33,849 63.5 1,179.42
（参考） 自己資本 24年12月期  34,437百万円 23年12月期  33,849百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の業績予想は、本資料の発表日段階において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と大きく異な
る可能性があります。なお、業績予想に関する事項は、Ｐ３をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

 ①業績全般の概況 

当連結会計年度(平成24年１月１日～12月31日)における世界経済は、米国では緩やかな回復が続きましたが、欧

州では債務問題が続くなかで景気が悪化し、アジアの成長率も鈍化傾向で推移しました。一方、国内経済は、東日本

大震災からの復興需要などによる持ち直しの動きは見られたものの、個人消費は力強さに乏しい状況で推移しまし

た。 

当社グループを取り巻く環境は、世界最大のゴルフ市場である米国では、年間を通じて好天に恵まれたことでゴ

ルフ場入場者数が増加するとともに、ゴルフ用品市場も前年を上回りました。アジアのゴルフ用品市場では、中国や

東南アジアは前年を上回ったものの、韓国では前年を下回る状況となりました。また、国内においては、東日本大震

災からの回復により、ゴルフ場入場者数、テニスのプレー数は共に前年を上回ったものの、ゴルフ、テニスの用品市

況は前年並みに留まりました。 

このような状況のなか、当社は企業価値とブランド価値をともに向上させるため、５月１日に社名を「ＳＲＩス

ポーツ㈱」から「ダンロップスポーツ㈱」に変更し、社名の浸透と当社事業の認知度向上を図りました。また、２月

にアジア事業を統括する当社の上海事務所を、９月には中国江蘇省常熟市の当社子会社内に「スリクソンゴルフ科学

センター」を開設したほか、10月にはタイでも販売子会社が営業を開始するなど、成長著しい中国・アジア市場での

事業強化に努めました。 

マーケティング面では、強みである卓越した技術力を活かして優れた性能を誇る商品を開発するとともに、「ダ

ンロップ」「ゼクシオ」「スリクソン」「クリーブランドゴルフ」など、知名度の高いブランドを世界の各地域で商

品に応じて展開しました。また、世界各地の有力な選手と用品の使用契約を結ぶことで、ブランド価値と製品への信

頼を向上させました。米国ゴルフツアーではキーガン・ブラドリー選手がWGC-ブリヂストンインビテーショナルで優

勝したほか、米国女子ゴルフツアーでは朴仁妃(パク・インビ)選手が賞金女王に輝きました。また、ロンドンパラリ

ンピックの車いすテニス競技で国枝慎吾選手が金メダルを獲得するなど契約選手が活躍し、当社ブランドの認知度が

一層向上しました。 

さらに、販売体制の効率化の推進に加え、グループ全体での生産コスト削減に取り組むなど、企業体質の強化に

取り組みました。    

 以上の結果、当連結会計年度における売上高は 百万円（前期比105.1％）、経常利益は 百万円（前期比

168.5％）、当期純利益は 百万円（前期比85.3％）となりました。 

     

 ②セグメント別の概況 

  1）スポーツ用品事業   

国内のゴルフ用品市場においては、ゴルフクラブでは新開発の「デュアル スピード テクノロジー」で飛距離性

能を高めた「ゼクシオ セブン(７代目ゼクシオ)」が年間を通じて好調に推移しました。また、「NEW ゼクシオ フォ

ージド」「NEW ゼクシオ プライム」を12月に投入し、ラインアップの充実を図りました。プロ・上級者向けには調

整機能のついた「スリクソンZ」シリーズを８月から順次投入し、好調に推移しました。ゴルフボールでは、力強い

ライナー性の弾道で飛距離性能を高めた「ゼクシオLX」を４月に投入し、プロ・上級者向けの「スリクソン Z-

STAR」シリーズとともに拡販に注力しました。これらの結果、ゴルフクラブ、ゴルフボールともに店頭販売シェアは

年間No.１(※1)となりました。 

一方、海外市場においては、韓国や中国、東南アジアでブランドの認知度向上のために広告宣伝の強化を図ると

ともに、「ゼクシオ セブン」の拡販に注力しました。また、欧米では「クリーブランドゴルフ」ブランドのゴルフ

クラブ新商品や「スリクソン」ブランドのゴルフボールを軸に積極的な販売活動を進めました。 

テニス用品では、「スリクソン レヴォ V」シリーズや、当社が輸入販売する「バボラ」ブランドの「NEW ピュア

ドライブ」がともに好調に推移したことから、国内の硬式テニスラケット店頭販売シェアは年間No.１(※1)となりま

した。 

 以上の結果、ライセンス収入を加えたスポーツ用品事業の当連結会計年度の売上高は56,873百万円（前期比

106.3％）となりました。 

 ※1：矢野経済研究所調べによる金額シェア 

１．経営成績・財政状態に関する分析

61,702 4,223

1,611



  2）サービス・ゴルフ場運営事業 

 ゴルフトーナメント運営では、受注試合が減少したことに加え、スポンサー企業の経費削減に伴う開催規模の縮小

などが影響し、売上高は前年を下回りました。 

ゴルフスクール運営は、積極的な生徒募集の取り組みを行いましたが、一部の事業をフランチャイズ化したこと

により、売上高は前年を下回りました。また、ゴルフ場運営では、連結子会社である㈱ザ・オークレットゴルフクラ

ブの全株式を売却したことにより売上高は前年を下回りました。 

 以上の結果、サービス・ゴルフ場運営事業の当連結会計年度の売上高は4,829百万円（前期比92.7％）となりまし

た。 

  

 ③次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、世界的に景気の先行きは不透明であり、個人消費も力強い伸びは望みにくい状況で

あります。 

 このような状況のなか、当社グループは現地現物の観点で市場ニーズを的確に捉え、他社と差別化した商品やサー

ビスを提供することで、お客様の満足度を高めてまいります。 

 ゴルフ用品では、国内において主力のゴルフクラブ「ゼクシオ」シリーズを軸に拡販に努めるとともに、「スリク

ソン」の女性専用モデルを投入してまいります。また、ゴルフボールでは石川遼選手(※2)をはじめ、世界のツアー

プロが使用し、その勝利を支えている「NEW スリクソン Z-STAR」シリーズに加え、非円形ディンプルで空気抵抗を

減らし、大きな飛距離を実現した「ゼクシオ XD-AERO(エックスディーエアロ)」を投入してまいります。欧米におい

ては「クリーブランドゴルフ」のウエッジクラブと「スリクソン」のゴルフボールを、また、市場の伸びが期待でき

るアジアにおいては、日本と同様に「ゼクシオ」ゴルフクラブの拡販に注力し、各市場でのシェアアップに取り組ん

でまいります。 

一方、テニス用品では、「ダンロップ」「スリクソン」「バボラ」の各ブランドでテニスラケットの新商品を積

極的に投入するとともに、テニスボール、テニスシューズでも拡販に注力してまいります。 

これらの取り組みにより、次期の業績につきましては、下記のとおり見込んでおります。 

 ※2：ゴルフボールの使用契約 

  

(2）財政状態に関する分析 

 ①財政状態 

 当連結会計年度末における総資産は 百万円となりました。ゴルフ場運営会社である㈱ザ・オークレットゴル

フクラブの全株式を売却したこと等により固定資産が1,691百万円減少しましたが、現金及び預金が2,805百万円増加

したこと等により、総資産は前連結会計年度末と比較して1,229百万円の増加となりました。 

 負債は 百万円となりました。短期借入金が849百万円減少しましたが、支払手形及び買掛金が1,266百万円増

加したこと等により、負債合計は前連結会計年度末と比較して248百万円の増加となりました。 

 純資産は 百万円となりました。株式交換による連結子会社株式の取得等で少数株主持分が441百万円減少し

ましたが、利益剰余金が468百万円増加したほか、円安の影響により為替換算調整勘定が562百万円増加したこと等に

より、純資産は前連結会計年度末と比較して981百万円の増加となりました。 

 以上の結果、自己資本比率は65.9％となり、前連結会計年度末から1.1ポイント増加しました。 

 ②キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、 百万円と前連結会計年度末と比較して 百万円増加し

ました。各活動によるキャッシュ・フローの内容は以下のとおりです。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは 百万円の収入となりました（前連結会計年度

は 百万円の収入）。収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益の 百万円、減価償却費 百万円、売

上債権の減少額 百万円等であります。 

  

連 結 

第2四半期 
連結累計期間 (前年同期比) 通期 (前期比) 

   百万円 ％   百万円 ％ 

売上高  32,000  (100.5)  65,500  (106.2)

営業利益  900  (30.0)  3,000  (78.7)

経常利益  900  (29.3)  3,000  (71.0)

当期純利益  300  (17.8)  1,400  (86.8)

53,709

17,512

36,196

5,148 3,421

7,929

1,123 3,262 2,127

1,824



 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは 百万円の支出となりました（前連結会計年度

は 百万円の支出）。支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出 百万円等であります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは 百万円の支出となりました（前連結会計年度

は 百万円の支出）。支出の主な内訳は、短期借入金の返済による支出 百万円、配当金の支払額 百万

円、自己株式の取得による支出 百万円等であります。 

  

 ③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（算出方法） 

・自己資本比率            ：自己資本／総資産 

・時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  （注）１ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

 ２ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに算出しております。 

 ３ 有利子負債は、連結貸借対照表に記載されている負債のうち、利子を払っている全ての負債を対象として

おります。 

 ４ 利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、株主への利益還元を重要課題の一つと認識し、業績の見通し、配当性向、内部留保の水準等を総合的に判

断しながら、長期にわたり安定して株主に報いることを基本方針としており、継続的に株主に利益還元していく所存

であります。 

 また、当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配

当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 内部留保につきましては、海外事業展開のさらなる強化や研究開発活動の充実等に有効に活用していくことによ

り、企業体質の一層の強化に繋げていく所存であります。 

 当期の配当につきましては、１株当たりの期末配当金を20円とし、既にお支払いしました中間配当金20円と合わせ

て、年間40円とさせていただく予定であります。 

 また、次期の配当は、現在のところ当期と同額の１株当たり中間配当金20円、期末配当金20円の年間40円の配当と

させていただく予定であります。  

1,401

1,752 1,288

2,894

745 1,143 1,140

501

  平成22年12月期 平成23年12月期 平成24年12月期 

自己資本比率(％）    63.0  64.8  65.9

時価ベースの自己資本比率(％）  48.5  45.9  54.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年）  0.5  3.3  0.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ  84.1  13.7  138.6



  

（注）１．社名に※印を付している会社は、持分法適用の子会社または関連会社であります。  

   ２．当社は平成24年５月１日付で「ＳＲＩスポーツ㈱」から「ダンロップスポーツ㈱」に商号変更いたしました。 

          連結子会社である「㈱ダンロップスポーツ」は平成24年４月１日付で「㈱ダンロップスポーツマーケティン

グ」に商号変更いたしました。 

         連結子会社である「Srixon Sports Korea Ltd.」は平成24年９月１日付で「Dunlop Sports Korea Ltd.」に商 

      号変更いたしました。 

２．企業集団の状況



   ３. ㈱ダンロップスポーツマーケティングと㈱ダンロップスポーツ中部は平成25年１月１日付で合併しておりま

す。 

      ㈱ダンロップスポーツエンタープライズと㈱ハイマックスは平成25年１月１日付で合併しております。 

   ４．Srixon Sports South Africa(Pty)Limited は、重要性が増したため当連結会計年度より連結の範囲に含めて

おります。 

   ５．㈱ザ・オークレットゴルフクラブは、平成24年11月28日付で当社が保有する全株式を売却したため、連結の範

囲から除外しております。  



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、下記の企業理念、経営ビジョンに基づき、お客様が楽しく爽快にプレーしていただくための商品

やサービスを、ゴルフ、テニスを中心に提供することで、グローバルに発展する企業グループを目指しております。

  

 <企業理念> 

  卓越した技術力で、お客様のスポーツライフをもっと豊かに。 

  

 <経営ビジョン> 

 ・ブランド価値の向上に努め、世界中のお客様の信頼と期待に応えます。 

 ・お客様の楽しさと喜びを追求し、グローバルに信頼される優れた商品・サービスを創出します。 

 ・チームワークを重視しながら、個人の能力も存分に発揮できる企業集団であり続けます。 

  

(2）目標とする経営指標   

 当社グループは、グループの強みを最大限に活かしてグローバル化を進め、「売上高1,000億円以上」、「海外売

上高比率50％」を中長期的目標として掲げております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループの商品が高いシェアを誇るゴルフ、テニス用品の国内市場は、人口の減少傾向もあり、今後拡大が望

み難い状況です。そのような中、今後の成長のためには、市場規模の大きい米国や成長市場であるアジアなどへの海

外展開を推し進めるとともに、国内のゴルフ、テニス用品市場での地位をさらに磐石なものにする必要があります。

 そのために当社の強みである卓越した技術力を活かし、差別化された魅力的な商品をお客様に提供するとともに、

企業とブランドの価値をともに高める取り組みを進めてまいります。 

  

(4）会社の対処すべき課題  

当社グループを取り巻く環境は、国内においてゴルフ・テニス用品市場の縮小傾向が続いていることに加え、海

外でも先行きが不透明な中で激しい競争が続いており、今後も厳しい状況が予想されます。 

 そのような中、当社グループは成長のスピードを加速し、ゴルフを中心としたグローバルなスポーツ用品企業とし

ての地位を確立するため、下記の取り組みを行ってまいります。 

  

①グローバルな事業展開の推進 

 当社グループは、海外事業展開のスピードを加速し、世界各国のゴルフ用品市場で存在感のある企業となることを

目指しています。特に世界最大の米国市場での事業強化のため、同国での販売を統括する米国クリーブランドゴルフ

社の経営体制を強化するとともに、米国でのゴルフクラブとゴルフボールのシェアアップに取り組みます。そのた

め、強みのある「クリーブランドゴルフ」ブランドのウエッジクラブで安定的なNo.1シェアの地位奪回を目指すとと

もに、「スリクソン」ブランドのゴルフボールの拡販に取り組みます。また、成長著しいアジア市場では、ブランド

の認知度を高めるとともに、日本同様「ゼクシオ」ブランドを中心にゴルフクラブの拡販に取り組みます。 

  

②商品開発力の強化 

 当社の主力商品であるゴルフクラブ、ゴルフボールは、高度な技術力が要求される商品です。当社グループは、独

自のコンピューターシミュレーション技術「デジタルインパクト」を活用した設計と、高精度のデータ計測を行う日

本及び中国の各ゴルフ科学センターによる解析・評価を軸に、お客様の関心が高い飛距離性能に優れたゴルフクラブ

やゴルフボールの開発に取り組んでまいります。 

また、自社研究に加え、素材メーカーや大学等の研究機関との共同研究も含め、商品開発力の一層の強化に取り組

んでまいります。 

  

③企業価値とブランド価値のさらなる向上 

当社グループが展開する「ダンロップ」「ゼクシオ」「スリクソン」「クリーブランドゴルフ」などのブランド

価値を一層向上させるため、それぞれの地域特性に合わせたマーケティング活動を推し進めてまいります。また、知

名度と実力のある有力選手と用品の使用契約を結ぶことで、ブランド及び商品の認知度と信頼を高めてまいります。

また、これらのブランド資産を活かすとともに、企業の認知度を高める取り組みを推し進め、当社の企業価値を

高めてまいります。 

   

３．経営方針



④プレーヤーとの関係強化と市場活性化 

 当社グループは、商品を通じてプレーヤーと緊密な関係を構築することが、最も重要であると考えております。 

 そのため当社グループでは、ゴルフ事業では打撃時のデータを販売店で計測できるクラブ診断機の設置や、専門知

識を持ったクラブドクターによるゴルフクラブ選びのアドバイスなどのサービスを充実させております。テニス事業

でもスイングを科学的に解析することで、最適なラケット選びをアドバイスするシステム「ダンロップ・スイングラ

ボ」を展開するなど、プレーヤーとの接点を増やし、さらなる関係強化を図ってまいります。 

 また、当社独自でゴルフやテニスの市場活性化に取り組むとともに、ゴルフ市場活性化委員会やテニス活性化委員

会にも参画し、ゴルフやテニスを楽しむ方々の拡大に努めてまいります。 

  

  



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,408 5,213

受取手形及び売掛金 13,930 12,702

商品及び製品 6,097 7,591

仕掛品 382 386

原材料及び貯蔵品 2,335 2,478

繰延税金資産 2,066 2,100

その他 1,173 926

貸倒引当金 △301 △385

流動資産合計 28,093 31,014

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,485 7,160

減価償却累計額 △5,196 △5,155

建物及び構築物（純額） 2,289 2,005

機械装置及び運搬具 10,440 10,576

減価償却累計額 △8,890 △8,957

機械装置及び運搬具（純額） 1,549 1,619

工具、器具及び備品 5,021 5,495

減価償却累計額 △4,406 △4,476

工具、器具及び備品（純額） 615 1,019

土地 3,063 2,465

リース資産 674 750

減価償却累計額 △125 △198

リース資産（純額） 549 552

建設仮勘定 127 137

有形固定資産合計 8,195 7,798

無形固定資産   

のれん 6,561 6,097

商標権 2,273 1,734

その他 786 998

無形固定資産合計 9,621 8,830

投資その他の資産   

投資有価証券 828 1,063

長期貸付金 2,928 2,912

繰延税金資産 1,192 782

その他 2,073 1,637

貸倒引当金 △453 △331

投資その他の資産合計 6,568 6,065

固定資産合計 24,386 22,695

資産合計 52,479 53,709



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,603 5,869

短期借入金 3,183 2,334

リース債務 73 90

未払金 3,096 3,080

未払法人税等 656 639

繰延税金負債 1 －

賞与引当金 267 264

売上値引引当金 403 303

その他 1,727 1,779

流動負債合計 14,014 14,362

固定負債   

リース債務 483 466

退職給付引当金 1,513 1,517

役員退職慰労引当金 76 31

負ののれん 28 19

その他 1,148 1,115

固定負債合計 3,250 3,150

負債合計 17,264 17,512

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,207 9,207

資本剰余金 9,207 9,294

利益剰余金 16,505 16,973

自己株式 △216 △0

株主資本合計 34,704 35,475

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △28 24

繰延ヘッジ損益 △24 11

為替換算調整勘定 △659 △97

その他の包括利益累計額合計 △712 △61

少数株主持分 1,223 782

純資産合計 35,215 36,196

負債純資産合計 52,479 53,709



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 58,695 61,702

売上原価 28,873 30,940

売上総利益 29,821 30,762

販売費及び一般管理費 26,965 26,951

営業利益 2,855 3,811

営業外収益   

受取利息 32 29

受取配当金 4 6

為替差益 － 278

諸権利使用料 40 34

貸倒引当金戻入額 60 29

その他 157 161

営業外収益合計 297 539

営業外費用   

支払利息 76 56

持分法による投資損失 24 21

為替差損 449 －

貸倒引当金繰入額 － 15

その他 96 33

営業外費用合計 646 127

経常利益 2,506 4,223

特別利益   

過年度長期前払費用償却戻入額 53 －

適格退職年金終了益 102 －

特別利益合計 156 －

特別損失   

固定資産除売却損 63 29

減損損失 19 37

役員退職金 － 128

関係会社株式売却損 － 732

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 53 －

災害による損失 192 －

アドバイザリー費用 170 32

特別損失合計 500 961

税金等調整前当期純利益 2,162 3,262

法人税、住民税及び事業税 802 1,002

法人税等調整額 △582 420

法人税等合計 219 1,423

少数株主損益調整前当期純利益 1,943 1,839

少数株主利益 52 227

当期純利益 1,890 1,611



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,943 1,839

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △23 53

繰延ヘッジ損益 54 35

為替換算調整勘定 △263 551

持分法適用会社に対する持分相当額 △4 9

その他の包括利益合計 △238 650

包括利益 1,704 2,490

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,685 2,202

少数株主に係る包括利益 19 287



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 9,207 9,207

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,207 9,207

資本剰余金   

当期首残高 9,207 9,207

当期変動額   

株式交換による変動額 － 86

当期変動額合計 － 86

当期末残高 9,207 9,294

利益剰余金   

当期首残高 15,773 16,505

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,140

当期純利益 1,890 1,611

連結範囲の変動 △10 △3

当期変動額合計 732 468

当期末残高 16,505 16,973

自己株式   

当期首残高 △216 △216

当期変動額   

自己株式の取得 － △501

株式交換による変動額 － 718

当期変動額合計 － 216

当期末残高 △216 △0

株主資本合計   

当期首残高 33,971 34,704

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,140

当期純利益 1,890 1,611

自己株式の取得 － △501

株式交換による変動額 － 804

連結範囲の変動 △10 △3

当期変動額合計 732 771

当期末残高 34,704 35,475



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △5 △28

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 52

当期変動額合計 △23 52

当期末残高 △28 24

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △78 △24

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 54 35

当期変動額合計 54 35

当期末残高 △24 11

為替換算調整勘定   

当期首残高 △390 △659

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △269 562

当期変動額合計 △269 562

当期末残高 △659 △97

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △474 △712

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △238 650

当期変動額合計 △238 650

当期末残高 △712 △61

少数株主持分   

当期首残高 1,519 1,223

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △295 △441

当期変動額合計 △295 △441

当期末残高 1,223 782

純資産合計   

当期首残高 35,017 35,215

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,140

当期純利益 1,890 1,611

自己株式の取得 － △501

株式交換による変動額 － 804

連結範囲の変動 △10 △3

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △534 209

当期変動額合計 197 981

当期末残高 35,215 36,196



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,162 3,262

減価償却費 2,432 2,127

減損損失 19 37

関係会社株式売却損益（△は益） － 732

固定資産除売却損益（△は益） 60 24

のれん償却額 653 661

持分法による投資損益（△は益） 24 21

貸倒引当金の増減額（△は減少） △20 100

売上値引引当金の増減額（△は減少） 161 △130

退職給付引当金の増減額（△は減少） △179 6

前払年金費用の増減額（△は増加） 55 69

受取利息及び受取配当金 △37 △35

支払利息 76 56

売上債権の増減額（△は増加） △1,197 1,824

たな卸資産の増減額（△は増加） △844 △899

仕入債務の増減額（△は減少） △670 986

未収入金の増減額（△は増加） △383 359

未払金の増減額（△は減少） △289 △25

その他 160 △193

小計 2,184 8,984

利息及び配当金の受取額 55 50

利息の支払額 △81 △57

法人税等の支払額 △1,035 △1,049

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,123 7,929

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △734 △644

定期預金の払戻による収入 908 1,265

有形固定資産の取得による支出 △1,234 △1,288

有形固定資産の売却による収入 102 41

無形固定資産の取得による支出 △255 △609

短期貸付金の純増減額（△は増加） 37 △35

長期貸付けによる支出 △30 △39

長期貸付金の回収による収入 25 29

投資有価証券の取得による支出 △135 △4

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入 － 75

関係会社株式の取得による支出 △448 △261

その他 13 68

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,752 △1,401



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,032 △1,143

長期借入金の返済による支出 △1,600 －

自己株式の取得による支出 － △501

少数株主からの払込みによる収入 73 －

配当金の支払額 △1,148 △1,140

少数株主への配当金の支払額 △6 △22

その他 △96 △86

財務活動によるキャッシュ・フロー △745 △2,894

現金及び現金同等物に係る換算差額 △40 △212

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,415 3,420

現金及び現金同等物の期首残高 2,981 1,727

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

162 1

現金及び現金同等物の期末残高 1,727 5,148



 該当事項はありません。  

  

１.連結の範囲に関する事項 

 Srixon Sports South Africa(Pty)Limited は、重要性が増したため当連結会計年度より連結の範囲に含

めております。  

 前連結会計年度まで連結子会社であった㈱ダンロップスポーツ北海道は、平成24年１月１日付で㈱ダンロ

ップスポーツマーケティング（当時の社名は㈱ダンロップスポーツ）と合併したため、消滅しました。 

  ㈱ザ・オークレットゴルフクラブは、平成24年11月28日付で当社が保有する全株式を売却したため、連結

の範囲から除外しております。   

  

２.持分法の適用に関する事項  

  

(有形固定資産の減価償却の方法) 

 有形固定資産の減価償却の方法については、従来、当社及び国内連結子会社は一部の建物を除き主に定率法を

採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に変更しております。この変更は、海外調達割合の増加に鑑

み、コスト比較を適切に実施し、損益管理をより精緻に行うとともに、グループ内の会計処理方針の統一を図る

ために変更したものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ341百万円増加しております。 

 なお、セグメントに与える影響については、セグメント情報に記載しております。 

  

(有形固定資産の耐用年数の変更)         

 当社は当連結会計年度より、一部の有形固定資産の耐用年数を変更しております。 

 この変更に伴い、従来の耐用年数によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は、それぞれ37百万円増加しております。 

 なお、セグメントに与える影響については、セグメント情報に記載しております。  

  

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用) 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1）連結子会社の数   17社 主要会社名 … ㈱ダンロップスポーツマーケティング、㈱ダン

ロップスポーツ中部、㈱ダンロップゴルフクラ

ブ、Roger Cleveland Golf Company, Inc.  

2）連結範囲の異動状況   連結（新規）１社、連結（除外）２社  

1）持分法適用の非連結子会社数  ２社 会社名 ……… ㈱ワコーテニス、㈱ハイマックス  

2）持分法適用の関連会社数  ３社 会社名 ……… 柏泉グリーン開発㈱、長維工業股份有限公司、

長維BVI工業股份有限公司  

3）持分法の範囲の異動状況   持分法（新規）－社、持分法（除外）－社  

(7）会計方針の変更

(8）会計上の見積りの変更

(9）追加情報



セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

前連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）            （単位：百万円）  

 (注)１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等が含まれております。 

     セグメント資産の調整額は、セグメント間債権債務消去等によるものであります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれております。 

  

 (各報告セグメントに属する主要な製品) 

(10）連結財務諸表作成に関する注記事項

（セグメント情報）

  

報告セグメント 
調整額  
(注)１ 

連結 
損益計算書 

計上額 
(注)２  

  
スポーツ用品 

  

サービス・ 
ゴルフ場運営

計 
  

売上高           

外部顧客への売上高 53,483  5,211  58,695  －  58,695

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
108  1,013  1,122  (1,122)  －

計 53,592  6,225  59,817  (1,122)  58,695

セグメント利益 2,781  53  2,834  21  2,855

セグメント資産 48,266  4,876  53,142  (662)  52,479

その他の項目  

 減価償却費 2,366 65 2,432

 

 － 2,432

 有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
1,476 85 1,561  － 1,561

事業 主要製品 

スポーツ用品 

ゴルフ用品、テニス用品等の製造・販売 

（ゴルフクラブ、ゴルフボール、ゴルフバッグ、ゴルフシューズ、 

テニスラケット、テニスボール、テニスシューズ等） 

ライセンスビジネス 

サービス・ゴルフ場運営 
ゴルフトーナメントの運営、ゴルフスクール・テニススクールの運営、 

ゴルフ場の運営、他 



    

当連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日）            （単位：百万円）  

 (注)１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等が含まれております。 

     セグメント資産の調整額は、セグメント間債権債務消去等によるものであります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれております。 

４．会計方針の変更等 

（有形固定資産の減価償却の方法及び耐用年数の変更） 

 有形固定資産の減価償却の方法については、従来、当社及び国内連結子会社は一部の建物を除き主に定

率法を採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に変更しております。この変更は、海外調達割

合の増加に鑑み、コスト比較を適切に実施し、損益管理をより精緻に行うとともに、グループ内の会計処

理方針の統一を図るために変更したものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、「スポーツ用品事業」でセグメント利益が338百万円

増加し、「サービス・ゴルフ場運営事業」でセグメント利益が3百万円増加しております。 

      また、当社は当連結会計年度より、一部の有形固定資産の耐用年数を変更しております。 

この変更に伴い、従来の耐用年数によった場合と比べ、「スポーツ用品事業」でセグメント利益が37百万

円増加しております。 

  

 (各報告セグメントに属する主要な製品) 

  

報告セグメント 
調整額  
(注)１ 

連結 
損益計算書 

計上額 
(注)２  

  
スポーツ用品 

  

サービス・ 
ゴルフ場運営

計 
  

売上高           

外部顧客への売上高 56,873  4,829  61,702  －  61,702

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
78  532  610  (610)  －

計 56,951  5,361  62,313  (610)  61,702

セグメント利益 3,721  73  3,795  16  3,811

セグメント資産 49,183  5,166  54,350  (640)  53,709

その他の項目  

 減価償却費 2,065 61 2,127

 

 － 2,127

 有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
2,154 41 2,195  － 2,195

事業 主要製品 

スポーツ用品 

ゴルフ用品、テニス用品等の製造・販売 

（ゴルフクラブ、ゴルフボール、ゴルフバッグ、ゴルフシューズ、 

テニスラケット、テニスボール、テニスシューズ等） 

ライセンスビジネス 

サービス・ゴルフ場運営 
ゴルフトーナメントの運営、ゴルフスクール・テニススクールの運営、 

ゴルフ場の運営、他 



 （注）算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 １  １株当たり純資産額 

 ２  １株当たり当期純利益 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

１株当たり純資産額               1,184円 37銭                     1,221円 17銭 

１株当たり当期純利益             65円 86銭                 56円 35銭 

   潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）  35,215  36,196

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 

 （うち少数株主持分） 

 

(1,223)  

1,223  

(782)  

782

普通株式に係る純資産額（百万円）  33,991  35,413

期末の普通株式の発行済株式数（株）  29,000,000  29,000,000

期末の普通株式の自己株式数（株）  300,000  137

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式数（株） 
 28,700,000  28,999,863

項目 
前連結会計年度 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

連結損益計算書上の当期純利益（百万円）  1,890  1,611

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  1,890  1,611

普通株式の期中平均株式数（株）  28,700,000  28,607,593

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年12月31日) 

当事業年度 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 842 3,691

受取手形 82 87

売掛金 15,660 14,973

商品及び製品 2,816 3,276

仕掛品 159 161

原材料及び貯蔵品 760 1,014

前払費用 65 104

繰延税金資産 1,002 856

短期貸付金 862 457

未収入金 2,686 2,626

その他 30 51

貸倒引当金 △116 △34

流動資産合計 24,853 27,268

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,373 3,364

減価償却累計額 △2,531 △2,555

建物（純額） 841 809

構築物 1,353 1,354

減価償却累計額 △1,018 △1,036

構築物（純額） 334 318

機械及び装置 8,152 8,282

減価償却累計額 △7,405 △7,471

機械及び装置（純額） 746 810

車両運搬具 126 127

減価償却累計額 △112 △111

車両運搬具（純額） 14 16

工具、器具及び備品 3,851 4,176

減価償却累計額 △3,549 △3,505

工具、器具及び備品（純額） 301 671

土地 1,418 1,418

リース資産 556 611

減価償却累計額 △99 △150

リース資産（純額） 457 460

建設仮勘定 45 56

有形固定資産合計 4,160 4,561

無形固定資産   

のれん － 26

特許権 566 358

商標権 3,817 3,074

意匠権 29 4

ソフトウエア 373 347

リース資産 13 15

その他 18 390

無形固定資産合計 4,818 4,217



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年12月31日) 

当事業年度 
(平成24年12月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 203 263

関係会社株式 15,737 15,845

関係会社長期貸付金 3,577 3,564

従業員に対する長期貸付金 0 9

長期前払費用 129 54

繰延税金資産 297 265

差入保証金 587 387

前払年金費用 321 260

関係会社株式評価引当金 △624 △712

貸倒引当金 △730 △720

投資その他の資産合計 19,499 19,217

固定資産合計 28,479 27,996

資産合計 53,332 55,264

負債の部   

流動負債   

支払手形 399 363

買掛金 5,888 7,142

短期借入金 1,000 －

リース債務 50 62

未払金 2,940 2,734

未払費用 335 351

未払法人税等 602 363

預り金 7,159 8,811

賞与引当金 105 115

売上値引引当金 91 －

資産除去債務 6 3

その他 44 2

流動負債合計 18,623 19,950

固定負債   

リース債務 403 397

退職給付引当金 369 398

資産除去債務 57 54

その他 29 26

固定負債合計 859 877

負債合計 19,483 20,827



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年12月31日) 

当事業年度 
(平成24年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,207 9,207

資本剰余金   

資本準備金 9,207 9,207

その他資本剰余金 － 86

資本剰余金合計 9,207 9,294

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 8,500 8,500

繰越利益剰余金 7,194 7,404

利益剰余金合計 15,694 15,904

自己株式 △216 △0

株主資本合計 33,892 34,405

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △19 19

繰延ヘッジ損益 △24 11

評価・換算差額等合計 △43 31

純資産合計 33,849 34,437

負債純資産合計 53,332 55,264



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 37,660 40,066

売上原価 23,478 25,719

売上総利益 14,181 14,346

販売費及び一般管理費 11,663 11,742

営業利益 2,517 2,604

営業外収益   

受取利息 37 34

受取配当金 426 247

為替差益 － 273

諸権利使用料 71 61

ソフトウェア使用料 76 77

その他 51 41

営業外収益合計 662 734

営業外費用   

支払利息 17 12

為替差損 434 －

その他 19 7

営業外費用合計 471 20

経常利益 2,708 3,318

特別利益   

貸倒引当金戻入額 260 －

関係会社株式評価引当金戻入額 10 －

特別利益合計 270 －

特別損失   

固定資産除売却損 7 17

減損損失 19 19

関係会社株式売却損 － 1,099

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 28 －

災害による損失 176 －

アドバイザリー費用 170 32

特別損失合計 402 1,169

税引前当期純利益 2,576 2,149

法人税、住民税及び事業税 655 665

法人税等調整額 117 133

法人税等合計 773 799

当期純利益 1,802 1,350



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 9,207 9,207

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,207 9,207

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 9,207 9,207

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,207 9,207

その他資本剰余金   

当期首残高 － －

当期変動額   

株式交換による変動額 － 86

当期変動額合計 － 86

当期末残高 － 86

資本剰余金合計   

当期首残高 9,207 9,207

当期変動額   

株式交換による変動額 － 86

当期変動額合計 － 86

当期末残高 9,207 9,294

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 6,500 8,500

当期変動額   

別途積立金の積立 2,000 －

当期変動額合計 2,000 －

当期末残高 8,500 8,500

繰越利益剰余金   

当期首残高 8,539 7,194

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,140

別途積立金の積立 △2,000 －

当期純利益 1,802 1,350

当期変動額合計 △1,345 210

当期末残高 7,194 7,404

利益剰余金合計   

当期首残高 15,039 15,694



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,140

別途積立金の積立 － －

当期純利益 1,802 1,350

当期変動額合計 654 210

当期末残高 15,694 15,904

自己株式   

当期首残高 △216 △216

当期変動額   

自己株式の取得 － △501

株式交換による変動額 － 718

当期変動額合計 － 216

当期末残高 △216 △0

株主資本合計   

当期首残高 33,237 33,892

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,140

当期純利益 1,802 1,350

自己株式の取得 － △501

株式交換による変動額 － 804

当期変動額合計 654 513

当期末残高 33,892 34,405

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △2 △19

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △16 39

当期変動額合計 △16 39

当期末残高 △19 19

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △78 △24

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 54 35

当期変動額合計 54 35

当期末残高 △24 11

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △80 △43

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 37 74

当期変動額合計 37 74

当期末残高 △43 31



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年１月１日 

 至 平成24年12月31日) 

純資産合計   

当期首残高 33,157 33,849

当期変動額   

剰余金の配当 △1,148 △1,140

当期純利益 1,802 1,350

自己株式の取得 － △501

株式交換による変動額 － 804

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 37 74

当期変動額合計 692 587

当期末残高 33,849 34,437



  該当事項はありません。  

   

(4）継続企業の前提に関する注記



  

２月14日(木)開催の取締役会で次の通り内定いたしました。 

  

１. 役員の就退任（３月26日(火)付） 

  

  

 (1) 新任  ※（ ）内は現職 

  

３月26日(火)開催予定の定時株主総会において、次の取締役の選任についての議案を提出いたします。 

  

  
           たにがわ みつてる 

取締役     谷川 光照     （執行役員、アジア地域(EAST)事業部長兼経営企画部長） 

  

  
           わたなべ あきら 

社外取締役   渡邊 顯      （弁護士 成和明哲法律事務所代表、 

ジャパンパイル㈱取締役（非常勤）、 

㈱ファーストリテイリング社外監査役、 

前田建設工業㈱社外取締役、 

㈱角川グループホールディングス社外監査役、 

MS&ADインシュアランスグループホールディングス㈱社外取締役） 

  

  

 (2) 退任  ※＜ ＞内は異動後の予定 

  
           やまぐち てつお 

取締役     山口 哲男     ＜顧問＞ 

  

  

  

２．代表取締役の異動（３月26日(火)付）  ※（ ）内は現職 

  

３月26日(火)開催予定の定時株主総会後の取締役会において、次の代表取締役の異動についての議案を提出い

たします。 

  

  
            ばんば ひろゆき 

取締役会長   馬場 宏之     （代表取締役 取締役会長） 

  

   

  

６．役員の異動



３. 執行役員の就退任（３月26日(火)付） 

  

  

 (1) 新任  ※（ ）内は現職 

  

３月26日(火)開催予定の定時株主総会後の取締役会において、次の執行役員の選任についての議案を提出いた

します。 

  

  
           ながの  まさと 

執行役員    長野 正人     （経理部長） 

  

  
           さくらい のぶひこ 

執行役員    櫻井 伸彦     （㈱ダンロップスポーツマーケティング専務取締役） 

  

  

 (2) 退任  ※＜ ＞内は異動後の予定 

  
           えびすの ただひろ 

執行役員    戎野 正洋     ＜住友ゴム工業㈱へ転籍＞ 

  

  

  

４．執行役員の異動（３月26日(火)付）  ※（ ）内は現職 

  

３月26日(火)開催予定の定時株主総会後の取締役会において、次の執行役員の異動についての議案を提出いた

します。 

  

  
                  みずの たかお 

取締役専務執行役員   水野 隆生    （取締役常務執行役員） 

  

  
                  さ の  ひでき 

取締役専務執行役員   佐野 英起    （取締役常務執行役員） 

  

  
                 たにがわ みつてる 

取締役常務執行役員   谷川 光照    （執行役員、アジア地域(EAST)事業部長兼経営企画部長） 

  

  

  



５. 新取締役候補の略歴 

  

  
たにがわ みつてる 

谷川 光照 

  

1956年(昭和31年)11月11日生 （56歳） 

熊本県出身  

  

1980年(昭和55年)４月  住友ゴム工業㈱入社 

2001年(平成13年)１月  P.T. Sumi Rubber Indonesia 取締役 

2005年(平成17年)１月  住友橡膠(常熟)有限公司高級営業経理 

2008年(平成20年)３月  日本グッドイヤー㈱代表取締役社長 

2011年(平成23年)３月  住友ゴム工業㈱執行役員（日本グッドイヤー㈱代表取締役社長） 

2012年(平成24年)３月  当社執行役員（経営企画部長） 

2012年(平成24年)８月  同執行役員（アジア地域(EAST)事業部長兼経営企画部長）（現任） 

  

  
わたなべ あきら 

渡邊 顯 

  

1947年(昭和22年)２月16日生 （65歳） 

東京都出身 

  

1973年(昭和48年)４月  弁護士登録 

1989年(平成元年)４月  成和共同法律事務所（現成和明哲法律事務所）代表（現任） 

1991年(平成３年)５月  法務省法制審議会幹事 

1998年(平成10年)４月  山一證券法的責任判定委員会委員長 

1999年(平成11年)７月  大同コンクリート工業㈱更生管財人 

2006年(平成18年)６月  ジャパンパイル㈱取締役（非常勤）（現任） 

2006年(平成18年)11月  ㈱ファーストリテイリング社外監査役（現任） 

2007年(平成19年)６月  前田建設工業㈱社外取締役（現任） 

2007年(平成19年)６月  ㈱角川グループホールディングス社外監査役（現任） 

2010年(平成22年)４月  MS&ADインシュアランスグループホールディングス㈱社外取締役（現任） 

  

  

  



６. 新執行役員候補の略歴 

  

  
 ながの  まさと 

長野 正人 

  

1957年(昭和32年)５月29日生 （55歳） 

岐阜県出身 

  

  

1981年(昭和56年)４月  住友ゴム工業㈱入社 

2003年(平成15年)１月  住友橡膠(常熟)有限公司高級経理兼住友橡膠(蘇州)有限公司高級経理 

2008年(平成20年)８月  当社経営企画部決算・原価担当部長 

2009年(平成21年)１月  当社経理部長（現任） 

  

  
さくらい のぶひこ 

櫻井 伸彦 

  

1958年(昭和33年)９月15日生 （54歳） 

大阪府出身 

  

1982年(昭和57年)４月  住友ゴム工業㈱入社 

2008年(平成20年)１月  当社ゴルフ販売企画部企画担当部長 

2010年(平成22年)６月  ㈱ダンロップスポーツ中部専務取締役 

2011年(平成23年)２月  ㈱ダンロップスポーツ中部代表取締役専務 

2012年(平成24年)２月  ㈱ダンロップスポーツ中部代表取締役社長 

2013年(平成25年)１月  ㈱ダンロップスポーツマーケティング専務取締役（現任） 
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